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I. "ルールなき”人員削減の背景
長期不況の暗闇から脱出できない我が国の企業経営では，いま至るとこ
ろで“ルールなき”人員削減の嵐が猛烈な勢いで吹き荒れている。近年，
国民各層やマスコミから“ルールなき資本主義＂と椰楡される日本企業が，
その身勝手で社会的責任を省みない行動を雁用の局面で露わにしたもの，
それが“ルールなき＂人員削減に他ならない。また，それは雇用調整に名
を借りて，企業が無慈悲にも労働者の首切り＝解雇に狂奔する姿を端的に
表現した言葉でもある。もっとも，そのような批判に対して企業側から，
我々には労働者を解雇する権利が留保されているはずだ， という反論が聞
こえてきそうである。たしかに自由経済の下で，景気低迷によって企業が
操業不振に陥り，何とか倒産を回避するために止むを得ず労働者を整理・
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削減するような場合があるだろう。だがその際にも，可能な限り労働者の
解雇を避ける企業努力が何よりも大事なことは言うまでもない。しかも，
いま日本中の企業で吹き荒れている人員削滅の嵐は，企業側にほとんど正
当な理由もなく，またその規模と内容の点からもただ無謀としか言い様の
ないものである。
そうした“ルールなき”人員削減が放つ異常ぶりは，先ず多くの企業に
よる雇用調整の実態によって如実に示される。個々の企業が採る「リスト
ラ＝人減らし」政策の結果，国民経済の全体的な指標である失業者数や有
効求人倍率などは，今や悪化の一途をだどっている。たとえば， 1999年8
月の完全失業者数は320万人にまで増加し，また完全失業率も過去最悪の
4.7%を記録した入さらに労働力需給の動向を有効求人倍率でみると， 98
年は0.53倍 (97年=0.72倍）にまで落ち込み，これも過去最低の状況に達
した2)。こうした雁用環境の悪化が，日本を代表する大企業の強行してきた
無謀な人員削減に起因していることは言うまでもない。ある統計数字によ
ると， 1994年から98年までの 4年間で，東証上場の大企業1730社において
49万6千人もの人員削減がみられた叫しかも，こうした「リストラ＝人減
らし」政策は，鉄鋼，自動車，造船，製薬などの重化学工業に限らず，食
品，製紙といった軽工業，さらには運輸や金融までのあらゆる部門に及ん
でいるのが特徴である。ここ数年にわたって展開された大企業の「リスト
ラ＝人減らし」政策，それがいかに凄まじいものであるかを物語っている。
我が国で有数の大企業が，国家や政府から何らの規制を受けることもなく，
いや，むしろ各種の法律で手厚く保護までされながら，自己利益の追求に
向けて勝手気ままに振る舞った結果がこれである。
もちろん資本主義経済の下では， 日本企業も厳しい市場競争に勝ち抜く
1)総務庁統計局『労働力調査報告』（平成11年8月分）， 2ページ。
2)大原社会問題研究所『1999年版 日本労働年鑑』（第69集），旬報社， 69-72ペー
ジ。
3)全労連編『2000年国民春闘白書』学習の友社， 1999年， 50ページ。
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ため，常に総人件費抑制を目指した人減らし＝「合理化」への衝動に駆ら
れている。その意味で，我が国企業による人員削減の政策も，一面では資
本主義企業としての普逼性が率直に現れたものだと言えなくはない。だが
他面において，現代の日本企業が今まさに強行している人減らし政策に
は，それだけに固有の特殊な性格が備わっているのも事実である。その特
徴をーロで言うならば，「政府・財界の総がかりによるリストラ戦略」とで
も表現しうる。それこそ政府と財界が一致団結して推し進め，まさに総力
をあげて取り組んでいる人員削減なのだ。これほど支配勢力の協力が大が
かりで， しかも用意周到な雇用調整の策動が，果たして過去にあっただろ
うか。では，具体的にどのような道を辿ってそれを断行してきたのか，そ
の背景となった事実について考えてみよう。
先ず，このたびの無謀な「リストラ」計画の淵源は，今から 5年ほど前，
財界自らが打ち出した「新たな雇用システム」にまで遡る。それは『新時
代の「日本的経営」一一枡；戦すべき方向とその具体策一』と題して日経
連が作成した報告書の中で提起されたものだ。そこでは，これまで企業経
営において堅持されてきた長期継続雇用の役割を評価しつつ，時代の環境
変化に柔軟に対応する新しい雇用慣行の必要性が強調された。そして，「雇
用の動向を全体的にみれば，好むと好まざるとにかかわらず，労働市場は
流動化の動きにある刈とし，その上で，長期雇用者と流動化させる雇用者
との組み合わせを考える。そこで現実の具体的方策として，周知のように
「三つの雇用タイプ」を唱え，それらを効果的に組み合わせ，企業の規模
と業種に応じた個別企業ごとの“自社型雇用ポートフォリオ”を検討する
よう提言している 5)。そこに「労働市場の流動化」という考え方を基本に
据え，厳しい企業競争の中で人材の効率的な活用をはかるため，財界の意
図する新しい雇用慣行が示された。だが，そもそも労働市場の流動化とは
4) 日本経営者団体連盟『新時代の「日本的経営」一挑戦すべき方向とその具体策
ー』 1995年， 33ページ。
5)同書， 64-69ページ。
88 (204) 第 45 巻第 2 号
一体何を意味するのか。それはあたかも自然発生的に生み出され， しかも
まるで労働者の意識変化に沿った好ましい現象であるかのように描かれて. . . 
いる。労働市場の流動化と言えば聞こえはいいが，その実態は企業が「余
剰」と判断した人員を解雇し，強制的に労働市場へ排出することではない
のか。また，そうしてある企業から吐き出された労働者が他の企業に吸収
されてこそ，ほんとうの意味で流動したことになるが，彼らは容易に新た
な就職先を見つけ出せないのが現実ではないか。とくに中高年の労働者に
とってはそうであり，彼らは流動するのではなく，労働市場でただ必死に
初褪うだけなのだ。まさに労働市場の流動化という言葉は，財界・大企業
が自らの乱暴な首切り＝解雇の方策を覆い隠すための美名に過ぎない。
さて，以上のような財界サイドからの提起を出発点として，次に「リス
トラ」計画の確実な遂行のため，政府側からそれに呼応する主張が展開さ
れた。その典型を成したのが，例の「過剰雇用」論に他ならない。これが
公式的に初めて強調されたのは， 1999年に政府の発表した『経済白書』に
おいてだが， もちろん，そうした考え方はすでに早くから存在していた。
『白書』はそれを確認するかのように，「企業の雁用過剰感は急速に高まっ
ている」とした上で，にも拘わらず「雇用調整への取組が遅れた」， と指摘
する6)。何のことはない，企業に向かって雇用は過剰だと煽り立てながら，
さらに一層の人員削減を奨励しているのである。しかも看過できないのは，
「これまでの資本効率を軽視し，規模拡大を志向する戦略は多くの面で限
界に来ている。非効率な生産要素（労働力—引用者）をそのまま保蔵し
ているだけでは景気は回復しない7)」として，効率の悪い生産要索である
労働力を維持しておくことが，まるで不況を脱し切れない原因であるかの
ように描いていることである。では，『白書』によってそこまで非難される
「過剰雇用」とは一体何か。それについて『白書』自身も明確には語って
6)経済企画庁編『平成11年版経済白書』 (1999年7月）， 30-32ページ。
7)同書， 199ページ。
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いないが，せいぜい「企業が過剰と感じる雇用8)」のことであり，企業によ
る主観的な感覚がその基準となっているに過ぎない。つまり，企業が自ら
の操業状態からみて相対的に過剰だと判断すれば「過剰雇用」になる。そ
れほど恣意的で，客観的な根拠を持たない妄言を振り撒き，あたかもすべ
ての企業経営に「過剰雇用」の病弊が蔓延しているかのように喧伝する。
それが企業経営に対して，速やかな人員削減へと駆り立てるキャンペーン
機能を果たしていたことは言うまでもない。まさに『経済白書』の「過剰
雇用」論は，「大企業のリストラを叱咤・激励し，人減らしを促進する『雇
用対策』と一体になっている9)」のである。
こうして一方では，企業の側から長期雇用の慣行を打ち破る「労働市場
の流動化」という提起があり，他方では，それに呼応するかのように政府
サイドから「過剰雇用」論が唱えられた。そしていよいよ，その上に立っ
て様々な法律が成立し，現実にそれらが適用される中で「リストラ」政策
の仕上げが行われる。いわば我が国の大企業が遂行する「リストラ」政策
を法的側面から支え，根拠づけるものであり，その代表的なものとして金
融再生法や産業再生法などをあげることができる。たとえば1998年に成立
した金融再生法は，バプル崩壊によって多額の不良債権に苦しむ大銀行を
救済し，金融システムの安定と再生をはかることを目的としていた。だが，
そのために多くの国民の反対を押し切って巨額の公的資金を投入し， しか
もそれと引き替えに思い切った人員削減を銀行側に迫ったのである。われ
われ国民にとっては，税金の無駄使いと失業増大という二重の災厄をもた
らす悪法と言わねばならない。また1999年に制定された産業再生法も，バ
プル期に企業が抱えた過剰設備の廃棄に優遇税制を適用し，無謀な経営に
よって窮地に陥った大企業を支援しようとするものであった。しかも，こ
の法律の適用を受けるために，企業は事業再構築計画を提出しなければな
8)同書， 136ペー ジ。
9)経済情勢研究会「21世紀をまえに，重要な岐路に立つH本資本主義」（「経済」2000
年2月号，新日本出版社， 43ペー ジ）。
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らないが，その中には生産性向上や雁用削減の目標を示すことが求められ
ている。これも人滅らし＝「合理化」を促す「リストラ法制」としての性
格を強く持っていると言えるだろう。以上のような背景から，ここ数年の
間で急速に進行した人員削減が，大企業を中心とした財界とその利益を代
弁する政府との共同作業による産物であったことは間違いない。
I. 「リストラ」政策の抱える矛盾
(1)人員削減の非倫理性
本米，企業は広く社会から労働者を雇い入れ，彼らの労働力と生産手段
を結合し，はじめて新たな商品を生み出すことができる。したがってその
労働力が供給されなければ，企業としての基本的機能を果たし得ない。ま
た他方で労働者も企業に雁用され， 自らの労働力を提供し，その見返りで
ある賃金を獲得することで生活を営んでいる。そこには雇用を媒介として
企業と労働者との間に社会的関係が成立している。したがって，たとえ自
由経済の下での資本主義企業といえども，私的な営利追求の側面だけで活
動のあり方を論じるのではなく，そうして客観的に置かれている社会的性
格からもその活動の意味を考える必要がある。もし，企業が労使間での雇
用関係を断つという行動に出た場合，労働者は仕事を失い，憲法で保障さ
れた勤労権を奪われて失業者となる。それによって，生活の橿となる賃金
も獲得できず，結局のところ生存する権利そのものを奪われることにな
る10)。資本主義企業は私的な営利追求を目的とする組織体だから，そのよう
に雁用によって労働者の生存権を保障する責任までは問われない，という
考え方もある。だが資本主義企業は，上述のように好むと好まざるとに拘．．．．． 
わらず，雇用を通して労働者と一定の関係を保つ社会的存在としての性格
10)「働く権利は，仕事を持つことが生命を維持するための手段として不可欠である
という点において，生きる権利から溝き出すことができる」（リチャード ・T・ディ
ジョージ〔永安＋山田監訳〕『ピジネス・エシックス』明石書店， 1995年， 476ペー
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を持っている。それ故，企業の私的側面のみが絶対視され，利益追求のた
めには労働者の雇用を担っているという社会的性格がまったく無視されて
よいはずがない。自由経済の下ではどのような企業活動も承認されるとい
うわけではなく，法律や社会規範に反するといったモラル・ハザードは許
されない。納得のいく理由もなく，ただ利潤増大のためだけで労働者を失
業に落とし込み，彼らの生存権を奪うことは明らかに倫理上の問題を含ん
でいる。さて，そのように企業の倫理性が問われる「リストラ＝人員削減」
だが，それは一体どのようなやり方で行われるのか，そこには次の三つの
方法が考えられる。
先ず第 1には， もっとも厳しい人減らしの方法として，現職労働者の首
切り＝「合理化」がある。企業にとって不要となった労働力， とりわけ人
件費が相対的に高くつく中高年杜員がその標的にされ，企業の業績不振や
規模縮小を理由に解雇される。もっとも，あまり露骨な解雁はさすがに企
業側も行えず，早期退職優遇や転籍出向といった形で，一定の配慮を見せ
ながら実施される場合もある。また遠隔地への転勤を命じられても家族の
事情で難しく，さりとて単身赴任もできないので止むを得ず退職する労働
者もいる。さらに「肩たたき」から始まって「窓際族」まで，企業から執
拗な働きかけを受け，不本意ながら「希望」退職に応じることも少なくな
い。いずれにせよ，まだ十分に働く意欲と能力を備えた現役労働者が企業
から排出されてしまうのである。
次に人員削減の第 2の方法として，新たに労働者を雇用することなく，
解雇や定年退職によって生じた職場の空白を埋めないというやり方があ
る。これは雇用の入口を狭めたり，場合によっては完全に閉ざしてしまう
方法で，たしかに企業内の現職者に与える雇用上の直接的な影響はない。
だがこの場合には， とくに新しく学校を出て社会に旅立とうとする学卒者
に対して，その採用を控えたり無くしてしまうという方法がとられる。自
らの力を企業の労働現場で生かしたいと願っている新卒者に就職口が与え
られず，彼らは仕事をしていなかったので失業者ではなく，いわゆる「無
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業者」の状態に追いやられるのである。好景気の時には多数の学卒者を採
用しておきながら，ーたび不況になると無慈悲にも雇用の入口を閉ざして
しまう。そのような身勝手で場当たり的な雇用政策に対して，企業の社会
的責任が厳しく問われねばならない。
そして第 3の方法として，現役の正規労働者を減らし，それに代わって
パートタイマーや派遣社員などの非正規雁用者を導入することが多くなっ
ている。この方法は，厳密に言えば人員削減とは少し異なるかもしれない
が，企業が総人件費を抑えながらも仕事を遂行する要員が必要な場合に採
用される。相対的に賃金の高い正社員を，安くて融通のきくパートタイマ
ーやアルバイトで代替する雇用政策である。その結果，「産業別にパート・
アルバイトの比率をみると，製造業では14.7%になっているのをはじめ，
卸売・小売業，飲食店では 4割を占め，サーピス業でも 2割を超えるm」と
まで言われている。いずれにせよ，この方法も一方で正規労働者を削減し，. . . 
他方で不安定雇用労働者を増大させるという重大な問題を卒むことにな
る。
さて，以上のように企業の「リストラ」政策は，その対象となる労働者
に最も苛酷な犠牲を強いることは言うまでもない。だが同時に，それだけ
ではなく，人員削減の対象からはずされ企業に残った労働者に対しても，
看過できない影響を与えることになる。それは「リストラ」政策の対象外
となった労働者により一層の長時間・過密労働が強要されることを意味し
ている。なぜなら，「リストラ」によって削減された労働者がそれまで遂行
していた仕事量，それが多くの場合そのまま残された労働者にしわ寄せさ
れるからである。たとえ労働者を「リストラ」してもその業務まで削減で
きない場合，企業は一体どのように対応するのか。前述のように，その仕
事を非正規労働者の雇用でカバーすることがある。だが，それも手間と費
用がかかるので，既存の労働力で対処しようと判断した場合，そこには残
11) 『2000年春闘データ白書』（新日本出版社， 1999年2月， 52ペー ジ）。
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された労働者に仕事を押しつけ，彼らの負担を増大させる以外に道はな
い。かろうじて人減らしの対象から逃れても，残された労働者には過大な
量の仕事が待ちかまえている。まさに「去るも地獄，残るも地獄」といっ
た状況になる。その結果，一方で失業者が増大しながら，他方では長時間・
過密労働も増えて行くという，一見したところ矛盾した現象が生まれるこ
とになる。企業から排出される労働者が増大するのは，決して仕事が無い
からではなく，あくまでも総人件費の抑制という至上命題のせいである。
ここに人員削減と長時間労働の並存，両者の同時進行という事態がもたら
される。我が国の労働時間は，統計上は減少傾向を示しているとはいえ，
国際的には未だにその短縮化が不十分である。依然として日本の労働者は
長時間・過密労働に苦しめられ，挙げ句の果て「過労死」に至るという状
況に変わりはない。とくに長くて過酷な労働時間の中でも，所定外労働時
間である残業の持つ意味は大きい。法律で規制される所定内労働時間がよ
うやく減少の道をたどり始めているにも拘わらず，残業はこの数年でも横
ばいで推移している。労基法36条によって労使が協定さえ結べば，それを
どれほど延長させてもかまわず，言わば青天井の状態にあるからだ。また
一般の残業以外に，現在とくに注目されているのは，企業内でまったく記
録されることもなく， したがって公式の統計上は現れない「サービス残業」
の問題である。それは労働者が企業に提供する無償労働であり，まさに
「ただ働き」以外の何物でもなく，企業側にその倫理上の責任は大きい。
なぜ労働者は企業のために「ただ働き」しなければならないのか。それは
企業内で働く労働者の頭の中に，いつ何どき自分も「リストラ」の対象に
指名されるかもしれないという不安が一杯覆っているからである。
だが，そうして企業の人減らし＝「リストラ」政策によってもたらされ
た長時間・過密労働であるだけに， もしそれを打ち破ることができれば，
逆に雇用増大への展望が大きく切り拓かれることは間違いない。たとえ
ば，サービス残業の削減だけで92万人以上の雇用が生まれ，また一般の残
業をなくせば261万人を越える雇用創出につながる， という試算も見られ
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るほどである12)0 
(2)多様な雇用形態の進行
近年の大企業を中心とした「リストラ」政策は，一方で激しい人員削減
をもたらしながら，同時に，他方で雇用形態の多様化という現象を進行さ
せている。いわゆる多様な雇用形態とは，従来の終身雁用制が対象として
いた正規の労働者（正社員）の割合が低下し，逆に非正規の労働者（非正
規社員）のそれが増大していく事実を指している。つまり，ここ数年の猛
烈な「リストラ」政策と歩調を合わせながら，急速に労働者の非正規化が
進行しているのである 13)。しかもそのような状況は，産業部門ごとに違い
はあるものの，ほぼ全産業に共通して見出しうる特徴だと言われている。
その際，非正規の労働者にはパートタイマー，アルバイト，派遣杜員，契
約社員，嘱託社員など，きわめて多種類のものが含まれる。それらは全体
として統一した労働市場を成すと同時に，各々が個別の市場を形成してい
ると思われる。そうした独自性をもった労働市場から，企業は必要な人員
だけ雁用し，それらを全体的に組み合わせることによって労働者雁用の最
適化と効率化をはかるのである。こうして目覚ましい勢いで進行した雇用
形態の多様化，すなわち，パートタイマーをはじめとした各種の非正規社
員が，急速に本米の正社員にとって代わったという現象も，決して自然発
生的に起こったものではない。そこにはやはり雁用主体である企業からの
意識的な狙いが働いている。なぜ企業が多様な雇用形態の道を選ぶのか，
それには大きく三つの原因が考えられる。
先ず第 1の理由としては，言うまでもなく総人件費を抑制し，その負担
を軽減したいという企業として当然の動機がある。もともと正規の労働者
には相体的に高い賃金の支給が必要であり， しかもそれは労使交渉によっ
12)「ワークシェアリング論議の危険」（『労働運動』2000年3月号，新H本出版社,187 
ペー ジ）。
13)村杉健「終身雁用から複雑雇用へ」（『労働研究』 (No.277 /1998), 3ペー ジ。
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て毎年増大していく可能性を持つ。また正社員に支払われる人件費は，多
くの部分が直接労務費として本来的に変動費であるにも拘わらず，様々な
要因から現実には固定費の性格を強めており，それだけに企業にとって大
きな負担となっている。ところが，パートタイマーや派遣労働者などの非
正規社員の場合はどうか。彼らへの賃金支払いはかなり低額で済み， しか
も多くは時間給の形態で，企業の操業度に合わせて柔軟に対応できる。そ
こで企業としては，人件費の高くつく正社員の人数を可能な限り削減し，
彼らの仕事を安価な非正規社員で代替させようとする。その結果，総人件
費の抑制とそれにかかわる様々な負担の軽減という目的を達成できるので
ある。
次に第2の理由として，多様な雇用形態をとることによって，企業自身
とそれを取り巻く環境の変化にすばやく対応できることが挙げられる。も
し企業が正規の労働者ばかりを雇用する単一形態をとった場合，操業短縮
によって従業員を削滅する必要性に迫られても，そうした処置を迅速に講
じることは困難である。その点，様々な形態で非正規社員を雇用している
と，たとえ人減らしが必要になっても企業は彼らを減員させることで対応
できる。なぜなら，正社員よりも非正規の労働者を削減する方がはるかに
容易だからである。まさに非正規社員は，企業の雇用にとって緩衝器とし
ての役割を担わされている。また，正規の労働者ばかりの雁用形態をとっ
ていると，企業内のある事業部門が発展して労働力を追加したいと思って
も，他の部門から正社員を簡単に移動させることができない。というのは，
正社員の多くは終身雇用制の下で長期間その企業に勤務しているので，家
族や地域社会との関係から転勤が難しくなる。その点，非正規社員の場合
には必要な場所で，また仕事の遂行に必要な専門的能力を身につけた労働
者を，派遣社員や契約社員という形で現地雇用できる。企業にとって，非
正規社員はまった＜便利な存在というほかはない。
さらに第3の理由として，企業は雇用形態を多様化することで労働者の
間に格差を温存し，彼らが全体的に統一された意識で結ばれないよう配慮
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しているのである。もちろん正社員も非正規社員も，自らの労働力を販売
し，その対価として獲得する賃金所得で生活する労働者だという点では何
ら変わるところがない。ただ労働の形態や時間に違いがあり，それを根拠
に企業から意図的に条件と待遇で格差が付けられている。正規の労働者に
とっては，同じ企業内にそうして条件と待遇で劣る非正規社員がいること
によって，知らず知らずのうちに格差意識を植え付けられてしまう。その
結果，それは非正規社員の要求をも巻き込んだ労働運動が展開しえないと
いう弱点となって現れる。また企業側からの格差を理由にした攻撃に負
け，正規労働者として独自のより高い要求を自粛するという誤まりを犯し
たりもする。多様な雇用形態によって共存を余儀なくされている正社員と
非正規社員，そして両者の間に付けられた謂われのない格差，それは労働
者が意識と運動の上で統一するのを妨げる手段として利用されている。
以上のように，ここ数年で猛威をふるっている「リストラ」の嵐が，同
時に雇用形態の多様化という現象を生起させたことを明らかにした。しか
も，「リストラ」政策と雇用形態の多様化とは密接な関係を保ち，互いに
相手の存在を予定し合っている。というのは，たとえ企業は正規労働者を
「リストラ＝合理化」したとしても，その仕事を遂行する労働者が必要な
場合，それを多様な雇用形態の非正規社員から補充することになる。また
反対に多様な雇用形態にとっては，その労働市場に「リストラ」政策で企
業から排出された労働力が，常に不足することなく満たされる必要がある。
一方で「リストラ」政策は雁用形態の多様化を前提にし，また他方で，多
様な雇用形態は「リストラ」政策の進行を条件にはじめて成立する。
こうして，言わば相互に規定し合いながら進む「リストラ」政策と多様
な雇用形態ではあるが，両者は企業にとって常に好都合な結果ばかりをも
たらすのではない。両者が次第に進行するなかで，企業には好ましくない
矛盾も生み出され，やがてその解決を迫られることになる。そうした矛盾
とは一体何か，その具体的な内容について次に検討してみよう。
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企業の総人件費抑制という至上命題は，時としてそれまで生産過程の第
一線で活躍していた基幹的な労働者をも「リストラ」の嵐の中に巻き込ん
でいく。彼らは製品を生み出す現場で豊富な経験と知識を身につけており，
また長年の労働を通して生産技術にも十分熟達している。企業内で円滑な
生産活動の遂行を支えてきた中核的労働者であり，それだけに職場では他
の労働者から寄せられる信頼も厚い。そうして重要な役割を演じてきた基
幹労働者まで「リストラ＝合理化」することによって，そこに思いもよら
ぬ様々な問題が発生する。その中でも，とりわけ無視できないものとして
生産現場における技術伝承の困難性という問題がある。それは無謀な人員
削減がもたらす最も深刻な矛盾の一つであろう。多くの場合，生産現場で
豊富な経験から生まれる具体的な技術や技能は，その仕事を直接担当する
労働者のあいだで，言わば「人から人へ」と人的に継承されて行く。だが，
そうして長年にわたって形成されてきた生産技術上のノウハウは，その主
体となるべき労働者たち，とくに基幹的な位置を占めた労働者が「人減ら
し＝解雇」されることによって， もはや正しく継承されなくなる。その結
果，やがて現場に密着した具体的な生産技術に精通した人材がいなくなっ
てしまう。では，そのように生産現場において労働者間で技術の伝承がで
きないと，一体どのような問題が発生するのだろう。
先ず第 1に，生産過程の円滑な遂行に重大な支障を来たすことになる。
技術上のトラプルが発生しやすく，また一たぴ発生するとそれを容易に解
決できず，最悪の場合には生産過程の流れがストップしてしまう。生産停
止による損失，あるいは技術トラプルの補修に必要な経費，それらは企業
にとって総人件費の抑制以上にコスト・アップをもたらすことになる。さ
らに， もし人員削減によって技術トラプルが頻発することになれば，生産
現場における労働者の調和が保てず，良好な人間関係が損なわれ，その結
果，職場の労働者が勤労意欲を低下させてしまう。まさに無謀な「リスト
ラ」政策が，組織全体にまで大きな打撃を与えかねないのである。
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次に，技術伝承の困難性がもたらす第2の問題点として，製品の品質低
下があげられる。生産過程から生み出される製品の質には，その現場にお
ける生産技術の水準が如実に反映される。もし技術の伝承が不十分で，そ
の水準が低下した場合には，期待されるような良い品質の製品は生産され
ず，逆に不良商品や欠陥商品が山積みされることになる。製品の品質低下
は，何よりもその商品を納入する取引先の信頼を失う結果となる。顧客か
らの苦情が増え，挙げ句の果てには取引が成立せず，売れない商品が在庫
の山を築いてしまう。総人件費を抑制し，コスト・ダウンによって熾烈な
国際競争に打ち勝つ力をつけたいという企業の思惑とは裏腹に，品質の低
下がその競争力を決定的に弱めてしまうのである。
以上のように，生産現場に密着した技術，具体的な生きた技術に精通し
た労働者が相次いで「リストラ＝人減らし」されることによって，生産過. . . . . . . 
程に言わば技術的な空洞化が生じる。もちろん，そうした技術伝承の不十
分さによってもたらされる問題を解決するには，生産技術に精通した基幹
労働者や技術者を新しく育成すればよい。だが，その課題の達成は決して
容易ではない。なぜなら，そうした人材の養成にはかなり長期にわたる教
育と訓練が必要だからである。一般に重要な経営資源として「人・モノ・
カネ」が挙げられるが，機械や設備といった「モノ」，あるいは明確な金額
として示される「カネ」などは，それらを導入すると同時にすぐさま期待
通りの機能が発揮される。だが，「人」の場合，そう簡単には行かない。先
ず企業が労働者を採用しても，彼が十分な能力を身につけるために研修を
施し，また実際の現場で見習いとして訓練しなければならない。さらに一
人前の労働者に育って行くまでには，長期にわたる経験が必要となる。そ
うして「リストラ＝合理化」によりーたび貴重な人材を失ってしまうと，
「カネやモノ」には代えられない重大な損失を被る。しかもそれを回復す
るのにより一層高い代償が求められるということを，経営トップはしっか
り肝に銘じておかねばならない。もとより，安易な人員削減によって技術
伝承に支障を来たすことがないように，ましてやそれが企業の存続にとっ
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て命取りにならないよう，十分に心がける必要がある。
II. 雇用回復への確かな道
. . . 
(1)「総資本として」の社会的責任
これまで論じてきた近年の「リストラ」政策，その無謀でルールさえ無
視した人員削減の方策に対しては，さすがに当の企業側からも「やり過ぎ
ではないか」という，批判とも反省ともつかぬ声が上がっている。たとえ
ば財界の労務対策部とも称せられる日経連では，会長の奥田氏自らが「経
営者よ，クビ切りするなら切腹せよ」という刺激的なタイトルの論文を発
表し，その中で次のように述べている。すなわち「不景気だからといっ
て，簡単に解雇に踏み切る企業は，働く人の信頼をなくすに違いない。そ
して，いずれ人手が足りなくなったときには，優秀な人材を引き止めてお
けず，競争力を失うことになる14)」と。そうして安易な「リストラ＝首切り」
に警告を発しながら，奥田氏はさらに「人間尊重」と「長期的視野に立っ
た経営」という二本柱をよりどころにした企業経営を提唱する。
また他のある経営トップは，「雇用安定を第一に社会への貢献果たす」と
題したインタピューの中で次のように述べている。「雇用を守ることは企
業の大きな使命であると思っています。雇用は，従業員の家族を含めた生
活の安定であり，雇用不安にまさる不安はありません15)」と。ここでは雇用
を確保することが労働者にとって，いや社会の中で生きる人間にとって，
一体どれほど重要な意味を持つのかが率直に語られている。同時に，その
ために企業が果たすべき社会的責任の重さについても強調されている。
さて，以上のような経営者からの発言は，それが雇用維持を企業の社会
的責任と関わらせて捉えようとしている点で評価しうる。だが，そうした
14)奥田碩「経営者よ，クビ切りするなら切腹せよ」（『文芸春秋』 1999年10月号， 152
ペー ジ）。
15)「雇用安定を第一に社会への貢献果たす」（『経営者」 2000年 1月号， 37ペー ジ）。
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認識が，企業全体のなかで未だ支配的なものになっていない。なぜなら，
もし企業が雇用を守ることを自らの社会的責任と理解していたなら，これ
ほどまでに無謀な「リストラ」政策はとても実行できなかったからだ。そ
こで，財界の内部でもようやく芽生えはじめた〈雇用維持＝企業の社会的
責任》という認識，それをより一層推し進めるために，私はここで新しい． 
概念を提起してみたい。それこそ「総資本としての社会的責任」という概
念に他ならない。では，そうした新概念は一体何を物語っているのか，そ
の具体的な中身について以下検討してみよう。
これまで企業の社会的責任といえば，主に「個別資本として」の立場か
ら議論されてきた。それが言わば暗黙の前提になっていたという気さえす
る。もちろん，企業は個別資本として社会に対しどのように責任を果たし
て行くのか，そうした視点からの考察が重要なことは言うまでもない。だ
が，いかなる個別資本であっても，それらが同時に社会的な総資本を形成
し，その構成要索であることを忘れてはならない。したがって企業の社会
的責任について論ずる場合，個別資本の立場からだけでなく，総資本の立. . . 
場からもそれを考えて行く必要がある。ここに「総資本としての社会的責
任」という新しい概念が生み出される根拠がある。では次に，そのような
新しい概念をいま我々が取り扱っている企業の「リストラ＝人員削減」の
問題に適用すればどうなるか，その点について考えてみよう。
総資本としての社会的責任，それは資本全体が社会に対して負うべき責
任であり， したがって， もし個別資本のレベルで責任を果たし切れない場
合には，総資本が全体の立場からそれを補わなければならない。雇用問題
について言えば，たとえある個別資本から「リストラ＝首切り」されても
他の企業がその労働者を雇用すれば，総資本としては雇用責任を果たした
ことになる。すなわち，ある企業が人員削減を実施しても，そこから排出
された労働者が別の企業に吸収されたなら，総資本はその限りで社会的責
任を遂行したと考えられる。また次のような場合も想定できる。ある産業
部門が不振で，止むを得ず雇用調整が実行されたとしても，その他の好調
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な産業部門で雇用を増やしてそれをカバーし，部門間で相互的な支援が行
われる。こうして個別企業や産業部門などの枠を越え，資本全体の立場か
ら労働者の雇用維持という社会的責任を果たすことができる。
以上のような総資本としての社会的責任は， とりわけ大企業によって積
極的に担われるべきである。なぜなら，現実に大企業こそがすべての個別
資本を代表し，また総資本に絶大な影響力を行使する立場にあるからだ。
その意味では，たとえば大企業が加盟している財界の諸団体から，こうし
た総資本としての社会的責任という視点に立って，いま自らが強行してい
る「リストラ」政策への反省と，その問題解決に向けた方策が積極的に打
ち出されて然るべきである。
(2) . ルールある＂雇用秩序
これまで述べてきたように，企業の身勝手な「リストラ＝人減らし」に
よって，いま我が国の雇用秩序はきわめて荒廃した状況にある。では，一
体どうすればこれほど乱れた雇用状況を是正し，労働者の手中に雇用を取
り戻せるだろうか。それには，先ず何よりも企業側から自主的に雇用問題
を解決しようとする意思と行動が示されねばならない。しかも個別企業の
責任からだけでなく，前述のような総資本としての社会的責任という立場
からも実行されることが必要だ。だが，そうした企業による自覚的対応に
期待しても，それには自ずと限界があることも否定できない。そこで，企
業の「リストラ」政策に対しては，それを自由奔放に実行させないため，
何らかの規制力によってその方向転換を迫ることが不可欠となる。そのよ
うな規制力の第 1にあげられるのは，企業による人減らし政策の直接的な
標的となる労働者，彼らによる統一した強力な反抗である。何の事前協議
もなく，いきなり問答無用とばかりに「リストラ」計画を突き付ける企業
側のやり方に対し，労働組合は「雇用を守れ」，「話し合いのルールを尊重
せよ」といったスローガンの下に堅く団結して，反対運動を展開しなけれ
ばならない。「景気が悪く，会社も赤字だ」という口実で労働者に人減ら
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し＝解雇を迫ってくるが， とくに大企業では各種の準備金や引当金など内
部留保の金額はここ数年で増大しており，決して儲けがないわけではな
ぃ16)。にも拘わらず，労働者に乱暴な「リストラ」計画を押しつける企業
には，きちんと法律を守らせ，雇用のルールを回復させる取り組みが必要
となる。そして，たとえば整理解雇を強行しようとする企業に対して，最
高裁の判例でも認められている「差し迫った必要性があるか」，「回避努力
をしたか」，などの諸要件を完全に満たしているかどうか，厳しく問い係Lし
て行かねばならない。それによって，企業は安易な人員削減という方法が
とれなくなる。また前述のように，近年の我が国では失業増大と長時間労
働の並存という，一見したところ矛盾した状況が見られる。そこで，労働
時間をドイツやフランスの水準に近づけ，深刻な事態に至っているサービ
ス残業の問題を解決するだけでもかなり多くの雇用が創出される。さらに，
長時間労働の一因として年次有給休暇の取得の後れが指摘される。この年
休を完全に取得するという，労働者にとってあまりにも当然の権利を行使
するだけで，労働時間短縮が実現し，それだけ厘用増大を可能にする条件
が生まれることになる。
以上のような労働者の側からの反対運動と並んで，企業の「リストラ」
政策に対する今一つの大事な規制力として，国が法律によって解雇を阻止
するという方法がある。それはいわゆる「解雇規制法」の制定を意味する
が，文字通り法律というルールの網を被せることで，野放しになっている
「リストラ」政策に歯止めをかける狙いを持っている。もちろん，解雇規
制の法制化について，我が国のような資本主義経済の下では自由な企業活
動を阻害するとして，異論を唱える考え方もあるだろう。だが，いくら企
業活動の自由が大事だと言っても，労働者の利益を擁護するために社会的
規制力を行使することまで否定されるものではない。企業に対して客観的
に弱い立場に置かれている労働者を守り，また不公平な状態を是正すると
16)ある資料によると、大企業の内部留保の蓄積額は、 1998年度には何と143兆円にも
膨らんでいる(『2000年春闘データ白書』新日本出版社、 1999年12月、 28ペー ジ）。
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いう法律本来の意義から言っても，解雇を法的に規制することには十分な
正当性がある。現にヨーロッパ諸国でも，すでに解雇を規制する法律が確
立されている。
こうして「雇用をルール化」することによって，はじめて雇用破壊の嵐
を食い止めることができる。それは何も労働者の経済的利益や生きる権利
を守るためだけでなく，すべての企業と国民経済の発展にとっても重要な
意味をもつ。なぜなら，雇用拡大によって冷え込んだ個人消費がもち直し
て増大し，それが企業の生産活動を活発にする。そして同時に，国民経済
を長期の低迷から脱却させることへとつながって行く。その意味で，雇用
不安の解決は，まさに国民経済全体に関わる最重要の課題なのである。
